
 

                平成 14 年 7 月 5 日 

 

平成 14 年第 2 回豊島区議会定例会閉会 
池袋場外車券売り場設置反対の請願・陳情 9 件を採択 

「池袋駅東口場外車券売り場設置計画の撤回を求める意見書」等を可決 
 
 6 月 21 日開会の平成 14 年第 2 回豊島区議会定例会は、本日 5 日本会議を開催し、条例 8 件、

補正予算 2 件、その他 3 件の計 13 件の議案を可決した。また各委員会に審議が付託されてい

た請願陳情については、場外車券場売場設置に反対する 9 件を含む 14 件を採択、同設置に賛

成する陳情 3 件を含む 7 件を不採択とした。 
また、「池袋駅東口場外車券売り場設置計画の撤回を求める意見書」等 3 件の意見書を可決、

さらに任期満了に伴う新監査委員の選任に同意して 15 日間の会期を閉会した。 
  

池袋場外車券売場設置計画は、本定例会開会直前の 6 月 11 日、経済産業省に申請・受理さ

れた。これを受け、本定例会では、開会日の 21 日本会議において、「池袋駅東口場外車券売場

設置に断固反対する決議」及び「池袋駅東口場外車券売り場設置不許可を求める意見書」（経済

産業大臣宛て）の２件を可決した。また、会期途中の 26 日には、「東京都豊島区生活安全条例」

の改正案を即日可決、区議会は区と一体となり計画阻止のための行動を進めてきた。 
本定例会最終日の本日 5 日には、区議会正副議長並びに 4 会派各幹事長が、区長・助役、地

域住民代表とともに経済産業大臣のもとに赴き、設置不許可の要請を行った。その後に開かれ

た本会議において、設置に反対する全 9 件の請願・陳情を採択、賛成の全 3 件を不採択とし、

合わせて関係７自治体の各市長に宛てた設置計画の撤回を求める意見書を可決した。また、本

会議に先立つ議員協議会において、設置事業者である株式会社アレッグ・サテライト社に対し、

設置計画の撤回を求める要請書を送ることを決定した。 
 
【可決議案】 
１．東京都豊島区議会政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例 
２．東京都豊島区基本構想審議会条例 
３．東京都豊島区手数料条例の一部を改正する条例 
４．東京都豊島区防災業務従事者損害補償条例の一部を改正する条例 
５．東京都豊島区国民年金の保険料の特例納付資金貸付条例を廃止する条例 
６．東京都豊島区乳幼児の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 
７．東京都豊島区立学校設置条例の一部を改正する条例 
８．東京都豊島区立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補

償に関する条例の一部を改正する条例 
９．包括外部監査契約の締結について 
10．特別区道路線の廃止について 
11．特別区道路線の認定について 
12．平成 14 年度東京都豊島区一般会計補正予算（第一号） 
13．平成 14 年度東京都豊島区国民健康保険事業会計補正予算（第一号） 
 

 



 

 
【採択された請願・陳情】 
１．池袋東口場外車券売り場開設に反対の請願 
２．池袋駅東口前の場外車券場設置に反対する請願 
３．池袋駅東口場外車券売り場設置に反対する意見書を求める請願 
４．池袋駅東口前場外車券売り場設置に反対する陳情 
５．池袋駅東口前場外車券場設置に反対する陳情 
６．池袋東口場外車券売り場設置許可申請受理反対についての陳情 
７．池袋駅東口場外車券売り場設置に反対する陳情 
８．池袋駅東口の場外車券場設置に反対する陳情 
９．場外車券売り場設置計画に反対する陳情 
10．中小企業の当面する金融上の困難を解消し、「金融アセスメント法」の制定を求める 
  決議を要望することについての請願 
11．南長崎花咲公園拡張用地の取得についての請願 
12．義務教育費国庫負担制度の堅持と除外・削減された費用の復元を求める請願 
13．義務教育費国庫負担制度の堅持及び充実と除外・削減された費用の復元を求める請願 
14．義務教育諸学校の学校事務職員等給与費の国庫負担制度堅持についての陳情 
 
【意見書】 
・池袋駅東口場外車券売り場設置計画の撤回を求める意見書（別紙） 
・中小企業の当面する金融上の困難を解消し、金融アセスメント法の制定を求める意見書 
・義務教育費国庫負担制度の堅持及び充実と削減・除外された費用の復元を求める意見書 
 
【新監査委員】 
 寺澤 隼人（てらさわ・はやと）氏 
  昭和 7 年 2 月 7 日生まれ 
  本籍 長野県 
  現住所 東京都練馬区南大泉五丁目 6 番 15 号 
  略歴  昭和 28 年 6 月 中央大学法学部第三学年中退 
      昭和 37 年 12 月 第 12 回税理士試験合格 
      昭和 39 年 12 月 税理士登録 
      昭和 40 年 3 月  税理士業務開始 
      昭和 41 年 12 月 区内池袋に事務所開所、南長崎への移転を経て、 
              現事務所は長崎四丁目 7 番 11 号 204 
       東京税理士会常務理事制度部長、日本税理士会連合会常務理事制度部長、 

大蔵省企業会計審議会幹事、東京税理士会副会長、東京税理士政治連盟会長、 
東京税理士厚生年金基金理事長を歴任 

現在、東京税理士会並びに東京税理士会豊島支部相談役、東京税理士会 
データ通信協同組合理事長 

 
＊池袋駅東口場外車券売り場設置計画の撤回を求める要請書（別紙）  
 

詳細 区議会事務局次長 



 



 

 


